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　広報しか

　年度の途中で特別徴収の税額が変更になったり、町外に転出や死亡などした場合は住
民税の年金からの引き落としが中止となります。
　その際、残りの税額は、普通徴収（納付書や口座振替）での納付になりますので、改め
て通知いたします。

　住民税が給与から特別徴収（引き落とし）されている人は、これまで公的年金所得に係
る住民税も含めて住民税全額を給与から引き落とすことができました。
　しかし、年金特別徴収制度の開始に伴い、給与から公的年金所得に係る住民税を引き
落とすことができなくなりました。
　このため、住民税が給与から特別徴収（引き落とし）されている方で年金所得がある場
合は、給与所得などに係る住民税分はこれまでどおり給与から引き落としされますが、
年金所得に係る住民税は、年金特別徴収または普通徴収（納付書や口座振替）で納付して
いただくことになります。（納付方法が複数になります）

　　　具体的な納付方法は次のとおりです。
　　　　　　　　　　　
①４月１日現在65歳以上の人で年金引き落としが可能な人
　　　　　　⇩

　　給与からの特別徴収　＋　年金所得に係る住民税は、年金特別徴収

②４月１日現在65歳未満の人または65歳以上の人で年金引き落としができない人
　　　　　　⇩

　　給与からの特別徴収　＋　年金所得に係る住民税は、普通徴収

対象となる人へは、６月中旬に「平成21年度 町県民税 納税通知書」にてお知らせします。

特別徴収（引き落とし）が中止となる場合

住民税が給与から引き落としされている方で公的年金所得がある人へ

平成21年度個人住民税（普通徴収）の納期限

期　　別 第１期 第 2期 第 3期 第 4期

納　期　限 6月 30 日 8月 31 日 11 月 2日 2月 1日

お問い合わせ：志賀町税務課　住民税担当　☎　32-9142

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　町内 IP 電話　８-３２－９１４２
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平成21年10月から住民税の年金
からの引き落としが始まります
　国の税制改正により、今まで納付書や口座振替で納付していただいていた公的年
金に係る個人住民税を、平成２1年10月支給分の年金から引き落としさせていただ
く特別徴収制度が始まります。

この制度の対象となるのは、次の（１）から（３）の全てに該当する人です。

（１）当該年度の４月１日現在、65歳以上の公的年金の受給者で、前年中の年金所得に
　　係る個人住民税の納税義務のある人
（２）国民年金法に基づく老齢基礎年金などの支払額が年18万円以上の人
（３）介護保険料が年金から特別徴収（引き落とし）されている人

　※ただし、当該年度の特別徴収税額（引き落とし額）が、国民年金法に基づく老齢基礎
年金などの年額を超える場合および遺族年金・障害年金は対象とはなりません。

対象となる人へは、６月中旬に「平成21年度 町県民税 納税通知書」でお知らせします。

　特別徴収の開始は、平成２1年10月支給分の年金からです。そのため、平成21年６月
および８月については普通徴収（納付書や口座振替）により納めていただくことになります。
　具体的には次の表のとおりです。

公的年金の所得に係る住民税額のみが引き落としになります。　
　この特別徴収制度は、納税方法を変更するものであり、新たな税負担が生じるもので
はありません。
　なお、公的年金以外の給与所得や事業所得など他の所得がある場合、この部分に係る
住民税は、これまでどおり給与からの特別徴収または納付書や口座振替で別途納めるこ
ととなります。

特別徴収（引き落とし）の対象となる人

特別徴収（引き落とし）の対象となる税額

特別徴収（引き落とし）の時期と方法

（平成21年度または新たに特別徴収の対象となった年度）
普通徴収（納付書、口座振替） 特別徴収（本徴収）

納付月 ４月 ６月 ８月 10月 12 月 2月

税　額 ― 年税額の
1/4

年税額の
1/4

年税額の
1/6

年税額の
1/6

年税額の
1/6

（平成22年度以降または新たに特別徴収となった翌年度以降）
特別徴収（仮徴収） 特別徴収（本徴収）

納付月 ４月 ６月 ８月 10月 12 月 2月

税　額 前年度の
2月と同額

前年度の
2月と同額

前年度の
2月と同額

年税額から仮徴
収した分を引い
た残り 1/3

年税額から仮徴
収した分を引い
た残り 1/3

年税額から仮徴
収した分を引い
た残り 1/3
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Ｑ
：
私
は
会
社
勤
め
の
傍
ら
、
自
宅
で
寝
た
き
り
の
母
親

の
介
護
を
し
て
い
ま
す
。
昼
間
、
勤
務
中
は
ヘ
ル
パ
ー

が
付
き
添
っ
て
く
れ
ま
す
が
、
帰
宅
し
た
後
は
私
が
す

べ
て
を
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
と
こ
ろ
が
、
来
月

の
異
動
で
自
宅
か
ら
は
通
え
な
い
遠
隔
地
へ
の
転
勤
の

内
示
が
下
り
ま
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
母
親
を
預
け
ら

れ
る
施
設
も
病
院
も
な
い
の
で
、
私
は
転
勤
し
た
く
な

い
と
、
上
司
に
内
示
を
取
り
消
し
て
ほ
し
い
と
頼
ん
だ

の
で
す
。
し
か
し
、
上
司
は
、「
こ
の
転
勤
は
会
社
の

人
的
配
置
の
必
要
性
か
ら
出
た
も
の
で
、
内
示
が
出
た

以
上
拒
否
は
で
き
な
い
。
拒
否
す
る
な
ら
、
君
は
ク
ビ

だ
！
」
と
、
言
い
ま
す
。
ク
ビ
に
は
な
り
た
く
あ
り
ま

せ
ん
が
、
と
い
っ
て
母
親
を
置
い
て
は
行
け
ま
せ
ん
。

本
当
に
ク
ビ
に
な
る
の
で
し
ょ
う
か
。

Ａ
：
人
事
異
動
は
、
会
社
（
使
用
者
）
が
社
員
（
労
働
者
）

に
一
方
的
に
発
令
す
る
の
が
普
通
で
す
。
し
か
し
、
ど

ん
な
場
合
で
も
社
員
は
転
勤
命
令
を
拒
否
で
き
な
い
の

か
と
い
う
と
、
必
ず
し
も
そ
う
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
た

と
え
ば
、
会
社
や
上
司
が
恣
意
的
な
理
由
か
ら
発
令
し

た
転
勤
命
令
は
、
当
然
拒
絶
で
き
ま
す
。
ま
た
、
労

働
協
約
上
に
、「
転
勤
は
本
人
の
同
意
を
必
要
と
す
る
」

と
い
う
定
め
が
あ
る
場
合
、
本
人
不
同
意
の
ま
ま
出
し

た
転
勤
命
令
は
、
原
則
拒
絶
で
き
ま
す
。
現
地
採
用
で

勤
務
地
が
限
定
さ
れ
て
い
る
社
員
や
職
種
限
定
で
採
用

し
た
社
員
も
、
本
人
の
同
意
が
な
い
転
勤
は
原
則
認
め

ら
れ
ま
せ
ん
。
こ
の
他
、
労
働
条
件
の
低
下
な
ど
社
員

に
重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
子
会
社
な
ど
社
外
へ
の
出
向

は
、
原
則
と
し
て
社
員
本
人
の
同
意
が
必
要
で
す
。
い

ず
れ
に
し
ろ
、
会
社
の
人
事
権
は
無
制
限
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。
転
勤
命
令
は
、
会
社
と
社
員
と
の
合
意
に
基
づ

く
契
約
と
言
え
ま
す
。
社
員
が
、
そ
の
命
令
を
拒
否
で

き
る
か
ど
う
か
は
、
募
集
・
採
用
の
際
の
事
情
、
労
働

協
約
、
就
業
規
則
、
会
社
の
規
模
や
慣
行
な
ど
に
よ
り

決
ま
る
他
、
業
務
上
の
必
要
性
と
社
員
の
不
利
益
と
を

比
較
衡
量
し
て
判
断
す
る
の
で
す
。
事
例
の
よ
う
に
、

転
勤
に
よ
り
生
活
に
重
大
な
支
障
を
き
た
す
な
ど
著
し

い
不
利
益
を
社
員
側
に
生
じ
さ
せ
る
場
合
に
は
、
そ
の

転
勤
命
令
は
権
利
の
濫
用
と
な
り
、
社
員
は
転
勤
命
令

を
拒
否
で
き
る
と
し
た
裁
判
例
も
あ
り
ま
す
。

●
解
雇
は
合
理
的
な
理
由
が
い
る

　
　

転
勤
命
令
を
拒
否
す
る
と
、
命
令
義
務
違
反
を
理
由

に
解
雇
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
恣
意
的

な
転
勤
命
令
や
社
員
側
に
著
し
い
不
利
益
を
生
じ
さ
せ

る
よ
う
な
場
合
に
は
解
雇
処
分
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。
解

雇
に
は
、
客
観
的
に
見
て
合
理
的
な
理
由
が
必
要
な
の

で
す
。
事
例
の
場
合
、
裁
判
例
に
照
ら
す
と
、
転
勤
を

拒
絶
で
き
る
場
合
に
当
た
り
ま
す
か
ら
、
会
社
の
転
勤

命
令
は
無
効
で
、
解
雇
も
で
き
ま
せ
ん
。
な
お
、
家
族

の
介
護
が
必
要
な
社
員
は
、
育
児
・
介
護
休
業
法
（
正

式
に
は
、
育
児
休
業
・
介
護
休
業
等
育
児
又
は
家
族
介

護
を
行
う
労
働
者
の
福
祉
に
関
す
る
法
律
で
こ
の
法
律

は
、
子
の
養
育
又
は
家
族
の
介
護
を
行
う
労
働
者
等
の

福
祉
の
増
進
は
、
こ
れ
ら
の
者
が
そ
れ
ぞ
れ
職
業
生
活

の
全
期
間
を
通
じ
て
そ
の
能
力
を
有
効
に
発
揮
し
て
充

実
し
た
職
業
生
活
を
営
む
と
と
も
に
、
育
児
又
は
介
護

に
つ
い
て
家
族
の
一
員
と
し
て
の
役
割
を
円
滑
に
果
た

す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
制

定
さ
れ
た
も
の
で
す
）
に
よ
り
介
護
休
業
が
取
れ
る
こ

と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、
こ
の
場
合
、
会
社
は

介
護
休
業
を
理
由
に
社
員
を
解
雇
あ
る
い
は
不
利
益
な

取
扱
い
が
で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
、
介
護
休
業
中
の
社
員

に
対
し
て
は
転
勤
命
令
も
出
せ
な
い
と
考
え
ら
れ
ま

す
。　
　
　
　
　

以　

上

　

労
働
問
題
を
巡
る
諸
問
題

•弁護士（元高等検察庁検事）
　愛知学院大学法科大学院特任教授
　國田　武二郎（堀松出身）

　東京地検、名古屋地検、横浜地検、岡山地検、福井地検等で捜査・
公判検事として財政・経済事犯、公安・労働事犯、選挙事犯、暴力
事犯、風紀・麻薬事犯、外国人犯罪、少年犯罪、交通事犯など数多
くの事件を担当。仙台高等検察庁検事として若手検事の指導育成に
もあたる。平成15年６月、愛知県弁護士会に弁護士登録。あすなろ
法律事務所という名称で法律事務所を開設し、弁護士として活動。
また、愛知学院大学法科大学院特任教授として法科大学院で教鞭を
取っている。平成20年から愛知・三重両県の産業保険推進センター
産業保健相談員、年金記録確認愛知地方第三者委員に就任、その他、
愛知県警察学校で講師。


